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第３部



属性別の変化
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職業意識の変化、大学所在地別

労働条件 自己価値

一方、都市の学生は地
方の学生以上に、職業
選択の際に自己価値を
重視するようになった。
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注）数字は１から５までをとり、数字が大きいほど
変化が大きかったことを示す。
エラーバーは95％信頼区間。
度数：都市の学生＝245、地方の学生＝255。

***：１％水準で有意、**：５％水準で有意、
*：10%水準で有意。

有意差が見られた変数のみを図示している。

コロナ禍において、地方
の学生は都市の学生以上
に、職業選択の際に労働
条件を重視するように
なった。



職業意識の変化、性別×大学所在地別

労働条件 活躍機会 自己価値

都市は自己価値を重視する
ように変化。
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注）数字は１から５までをとり、数字が大きいほど
変化が大きかったことを示す。
エラーバーは95％信頼区間。
度数：男性×都市＝202、男性×地方＝154、

女性×都市＝42、女性×地方＝101。

「×」の前は性別、「×」の後は大学所在地を指す。
***：１％水準で有意、**：５％水準で有意、
*：10%水準で有意。

有意差が見られた変数のみを図示している。

男性は活躍機会を重視する
ように変化。

地方では労働条件を重視す
るように変化。



職業意識の変化、出身地別×大学所在地別

労働条件 自己価値

一方、都市出身で都
市大学に通う学生
（都市→都市）は、

地方出身で地方大学
に通う学生（地方→

地方）以上に職業選
択の際に自己価値を
重視するようになっ
た。
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注）数字は１から５までをとり、数字が大きいほど
変化が大きかったことを示す。
エラーバーは95％信頼区間。
「→」の前は出身地、「→」の後は大学所在地を指す。
度数：都市→都市＝194、都市→地方＝8、

地方→都市＝49、地方→地方＝238。

***：１％水準で有意、**：５％水準で有意、
*：10%水準で有意。

有意差が見られた変数のみを図示している。

コロナ禍において、
地方出身で地方大学
に通う学生（地方→

地方）は、他の学生
以上に職業選択の際
に労働条件を重視す
るようになった。



自由回答の傾向
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自由回答を用いた共起分析結果
注) 問「今回の新型コロナウイルスの
世界的感染拡大によって、皆さんの将
来の勤務地や居住地、職業の選択にど
のような変化がありましたか。ご自身
の中に起きた変化について自由に書い
てください」に回答されたコメントを
用いて、共起ネットワーク図（個々人
のコメント間の共通性を示すネット
ワーク図）を描いた。描画にはテキス
トマイニングソフト KH Coder を用い
た。図では、文書で出現する単語（抽
出語）のうち、共起関係にある（一緒
に用いられる傾向にある）単語が線で
結んで表現されている。線の太さは
Jaccard係数（線上に記載）で測られる
共起の程度を表し、また円の大きさは
単語が使われた頻度を表す。解釈を用
意にするため、頻度が５を下回る単語
を予め除外した。その他、「会社」
「コロナウイルス」「リモートワー
ク」は、同義である「企業」「コロ
ナ」「リモート」に予め変換した。分
析の結果、共起関係にある以下の８つ
のグループが抽出された。 63



「コロナ」「影響」「受ける」
などで構成される赤色のグルー
プは、主に、コロナ禍が就職活
動に与えた影響に関するコメン
トである。

例：

「コロナの影響を受けない職業
にも目を向けるようになった」
（地方の大学に通う２年生の女
子）

「コロナが拡大したことにより、
インターンなどの就職活動が大
きな影響を受けている。そして、
イレギュラーなことが多い」
（都市の大学に通う３年生の男
子）。
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「就職」「地元」「東京」などで
構成される黄色のグループは、主
に、就職活動における地元か東京
かの選択に関するコメントである。

例：「今まで東京就職希望だった
が、地元の近場でもいいかなと思
いはじめた」（地方の大学に通う
３年生の男子）。

「仕事」「自分」「人」などで構
成される緑色のグループは、主に、
コロナ禍で学生本人の中に起きた
変化に関するコメントである。

例：「自分の中で人とのつながり
を実感できる仕事の重要度が上
がったと感じる」（地方の大学に
通う３年生の男子）。
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「安定」「収入」「就く」などで構
成される青色のグループは、コロナ
禍における安定志向の高まりについ
てのコメントである。

例：「世界が危機的状況になっても
食いっぱぐれることがないよう、収
入などが安定した仕事に就きたいと
今まで以上に思うようになった」
（地方の大学に通う１年生の男子）。

「職業」「選択」「変化」「リ
モート」などで構成される紫色の
グループは、コロナ禍における職
業選択における変化についてのコ
メントである。

例：「コロナによって、職業選択、
勤務地、住宅地に関して特に変化
はない」（都市の大学に通う４年
生の男子）。

「リモートが多いなら、わざわざ
都会に住む必要がないと感じた」
（都市の大学に通う3年生の女子）。66



「状況」「対応」「柔軟」
で構成されるオレンジ色の
グループは、主に、コロナ
禍における企業の対応に関
するコメントである。

例：「今回のコロナで状況
に対して柔軟に対応できて
いた企業は優れていると思
うし、将来的にそのような
企業に勤めたい」（地方の
大学に通う２年生の男子）。

「バイト」「入れる」など
で構成される桃色のグルー
プは、主に、コロナ禍にお
けるアルバイトの変化に関
するコメントである。

例：「今回のコロナで、バ
イト先からほとんどシフト
を入れてもらえなくなっ
た」（都市の大学に通う３
年生の男子）。

「少し」「怖い」で構成
される黄緑色のグルー
プは、主に、コロナ禍
で高まった感染リスク
に関するコメントである。

例：「大都市で働くの
は少し怖いと思うよう
になった」（地方の大学
に通う３年生の女子）。

総じて、

・コロナ禍における企業
の対応
・就職活動への影響
・職業・勤務地選択
・人とのつながりや安定
・感染リスクへの恐れ

などが、学生の主な関心
事項であったことを読み
取ることが出来る。
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狭義の地元志向を従属変数とするロジスティック
回帰分析の結果

（地方出身で地方の大学に通う学生）
注) 変数選択はAICのステップワイ
ズ方式による。
***：１％水準で有意、**：５％水
準で有意、*：10%水準で有意。
a: 男性を１、女性を０とする変数。
b: 「Q４ 卒業直後にどのような

働き方を考えていますか。あては
まるもの１つにチェックを入れて
ください」で、選択された場合を
１、選択されなかった場合を０と
する変数。
c: 「Q５ 卒業直後にどのような

業種で働くことを考えていますか。
あてはまるもの１つにチェックを
入れてください」で、選択された
場合を１、選択されなかった場合
を０とする変数。
d: 「Q６ 卒業直後にどのような

職種で働くことを考えていますか
（どのような内容の仕事をしたい
ですか）。あてはまるもの１つに
チェックを入れてください」で、
選択された場合を１、選択されな
かった場合を０とする変数。
e: １から５までを取る変数。

• 大企業志向の
学生ほど地元
外での就職を
希望する。
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回帰係数 標準誤差 オッズ比 95％信頼区間 p値

切片 -0.6149 1.2812 0.5410 0.0439 ~ 6.6600 0.6313

男性a 0.5729 0.3555 1.7700 0.8840 ~ 3.5600 0.1070

大企業で働くb -0.9025 0.5329 0.4060 0.1430 ~ 1.1500 0.0904*

中小  ベンチャー企業で働く
b 0.8705 0.3988 2.3900 1.0900 ~ 5.2200 0.0290**

不動産  物品賃貸業
c 1.6512 1.2553 5.2100 0.4450 ~ 61.0000 0.1884

地方公務員  教育公務員除くc 1.2032 0.6289 3.3300 0.9710 ~ 11.4000 0.0557*

経営  事務企画d 1.0996 0.6749 3.0000 0.8000 ~ 11.3000 0.1032

調査  広告  宣伝
d -1.469 0.9847 0.2300 0.0334 ~ 1.5900 0.1357

広報  編集
d 1.5973 1.0895 4.9400 0.5840 ~ 41.8000 0.1426

人間関係e 0.6978 0.2844 2.0100 1.1500 ~ 3.5100 0.0141**

活躍機会e -0.5419 0.3417 0.5820 0.2980 ~ 1.1400 0.1127

• 中小・ベンチャーや公務員志向の学生ほど、

• また、コロナ禍で職業選択において人間関係を
重視するように変化した学生ほど

地元での就職を希望する。



結論と展望
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結論と展望

• 大学生向けのアンケート調査の結果に基づき、コロナ禍における大学生の職業意識の変化について分析を行った。
その結果、わずかではあるがハッキリとした変化が見られたこと、とりわけ労働条件を求める意識が比較的大き
く変化したことが明らかになった。

• リモートワークがし易いこと、勤務時間に融通が利くこと、副業をし易いことなど、コロナ禍で起きた働き方の
変容に関する内容を含むものである。しかし、こうした働き方への対応や理解には職場間で差があることがメ
ディア等で報じられており、そのため、本報告の結果は、学生の人気を集める職場とそうでない職場の差も広が
りつつあることを示唆するものといえる。

• また、収入の安定や福利厚生の充実などを求める意識の高まりは、コロナ禍で経営危機に陥る企業をメディア等
で見た学生が、不況に強い、安定的な職場を選好するように意識を変化させたものと解釈することができる。こ
の限りでは、就業者の職業意識の変化と近い（文献８）。
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文献８ コロナ禍における就業者の職業意識の変化に関する先行研究

• 全国の就業者948人。転職検討中・活動中で、かつ「コロナ禍によりキャリアを見つめなおした」人におい
て、入社時（過去）と現時点で「仕事選びで重視する項目」の変化が大きかった上位３位は、「給料が高
い」（＋15ポイント）、「テレワークが認められている」（＋14.4ポイント）、「副業が認められてい
る」（＋10.8ポイント）（リクルートキャリア、2020）。

• 全国の就業者4,636人。コロナ禍で７割が「キャリアや転職についての意識が変化した」と回答。また、そ
のうちの半数が「リモートワークが中心となる新しい働き方を希望」（エンワールド・ジャパン、2020）。

• 全国の就業者10,126人。新型コロナウイルス感染拡大により働き方や仕事に対する意識・考え方に変化が
あった人は４割強。変化したことは、「在宅勤務・テレワークや、オンラインでできる働き方・仕事をし
たい」「副業・ダブルワークをしたい」「柔軟な働き方・新しいワークスタイルを取り入れている企業で
働きたい」など（マイボイスコム、2020）。

• 全国の就業者15,603人。コロナ禍により「副業・兼業を行いたい」思いが強まった人は28.3%、「テレワー
クできる会社・職種に転職したい」思いが強まった人は17.6%（パーソル総合研究所、2020年）。



文献９ コロナ禍における若者の社会貢献意識の高まりに関する報道・先行研究

• 米国医科大学協会は、大学医学部への入学願書件数が前年比で18％もの増加を示したことを明らかにした。
感染が拡大するなか、医療従事者の示す存在感や高尚な使命感が印象づけられたことが背景にあると見ら
れている（CNN、2020）。

• 「就職先企業を選ぶ際に重視する点」として、「将来性がある」「給与・待遇が良い」「福利厚生が充実
している」に続く第４位に「社会貢献度が高い」が挙がった（ディスコ、2021）。

• 2021年３月卒業見込みの全国の大学３年生、および大学院１年生31,007人。前年に比べて「楽しく働きた
い」が7.8ポイント減り、「人のためになる仕事がしたい」が4.6ポイント増加した（マイナビ、2020a）。

• その他、人間関係や社会貢献を重視するような変化も比較的大きい。前者は、コロナ禍で増大した不安により周
囲のサポートを求める意識が高まったこと（文献４・５）、また後者は、大変な状況の中で活躍する医療従事者
などの姿に触発されたことなどによるものと推察される（文献９）。

• 総じて「労働条件が充実し、温かみがあり、社会貢献のできる職場」への人気が高まったといえる。
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• 都市（三大都市圏）と地方（他の道府県）の学生の比較からは、地方の学生が都市の学生に比べてより労働条
件を重視するように変化したことが示されている。

• また、分析の結果は、こうした労働条件を重視する意識の高まりが、良好な人間関係を重視する意識の高まり
につながり、さらには地元志向を高める働きをしていたことを示している。後者は、学生の側に地元の人間関
係に対する信頼があることを前提にしなくては成立しないものである。

• 従って、今後、人間関係の良さをアピールし、より多くの学生に地元で就職することのメリットを周知させる
ことが、学生を地元に定着させるために地方の企業が取るべき効果的な戦略といえる。

• しかし、同時に分析の結果は、人間関係を重視するような意識の変化が、起業や労働生産性の向上と関わりが
深いとされる活躍機会や自己価値の実現を重視するような意識の変化へと結びつき難いことを示している。ま
た、自己価値を重視するような意識の変化は、地方の学生よりも都市の学生で大きかったことが示されている。

• 言い換えれば、コロナ禍において、地方の学生は都市の学生よりも安定（労働条件）を重視するように変化し、
その変化が温かみ（人間関係）を重視するような変化と地元志向の高まりをもたらしていたが、地域間格差縮
小のために地方において最も必要とされる労働生産性の向上に資するような意識（活躍機会、自己価値。文献
10）の変化は地方ではあまり起こらず、むしろ都市の学生の間でより強く起こっていたといえる。
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文献10 内発的なモチベーションが高いほど労働生産性が高いことを示す先行研究

• 米国でリモートワークを行う108人。内発的モチベーションが高い人ほど労働生産性が高い（Pemble, 
2020）。

• トルコの76人。自己肯定感が高いほど内発的モチベーションが高く、その結果、仕事のパフォーマンスも
高い（Çetin et al., 2018）。

• イタリアの社会的企業320社で働く4,134人。内発的モチベーションが高い人ほど賃金が高い。賃金の高さ
は労働生産性の高さを反映したものと考えられる（Becchetti et al., 2013）。

• ノルウェーのガスステーションで働く552人の従業員と78人の店舗管理者。主観的な内発的モチベーション
が高い従業員ほど店舗管理者の評価する客観的パフォーマンスが高い（Kuvaas et al., 2017）。



文献11 職業意識の地域差に関する先行研究

• 中国・四国・九州地方の大学・短大生513人。相対的に経済水準の低い県（香川県、大分県）出身の学生は
「休日がしっかりとれる」ことを、一方、経済水準の高い県（福岡県）出身の学生は「自分が成長できる
環境がある」ことを就職先として重視する傾向にある（安倍ら、2016）。

• スペインの大学生549人。カタルーニャ（経済水準の高い地域）の学生においては、起業に対する社会の評
価が起業意識に影響を与えていた。一方、アンダルシア（経済水準の低い地域）の学生においては、より
身近な人間からの評価が起業意識に影響を与えていた（Liñán et al., 2011）。
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• こうした都市と地方の学生の意識の乖離の拡大は、地方の将来に暗い影を落とす結果といえる。なぜならば、
都市と地方の間にあるとされる職業意識の地域差（文献11）や、挑戦的な職務よりも労働条件や親の意見を重
視する自立性の低い学生の地方滞留という地元志向の弊害（文献６）が、今回のコロナ禍でさらに強まった可
能性があるからである。



• 分析の結果は、人間関係を重視するような変化が、社会的評価を重視するような変化を介することで、活躍機
会や自己価値を重視するような変化に結びつくことを示している。

• このことは、ただ地元志向が高まれば良しとするのではなく、地方の学生に、より広い視野を持ち、社会との
関りを重視するような変化を促すことで、地元に止まりつつ、高い労働生産性を持ち、地元の企業や地域の発
展に貢献してもらえる可能性があることを示すものである。

• そのためには、地方に特徴的な密度の濃い人間関係を活かしつつ、世のため人のためというような広い視野を
持ってもらえるよう、教育のあり方などにおいて工夫を凝らしていくことが求められよう。ここで敢えて「密
度の濃い人間関係を活かしつつ」としたのは、本報告が示したように学生の地元志向を高めるうえで効果的な
ことに加えて、地方が持つ大切なリソースと考えられるためである。

• 本報告の冒頭では、地方の製造業への特化が地域間格差の是正のうえで効果があることや（文献２）、就業構
造を東京のものに近づけることは地域間格差の是正のうえで逆効果になることなどを見た。また、先行研究で
は、地方が持つソーシャルキャピタルや集団主義的な文化は、メンバー間の協調を促し、また裏切りを抑止す
ることで製造業を始めとした地方産業の発展を後押しすることが示されている（文献12）。ソーシャルキャピ
タルがコロナウイルスの感染予防に効果を発揮していた可能性があることも冒頭で示したとおりである。
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文献12 地方の人的ネットワークを活かした地域振興の可能性を示す先行研究

• ドイツの大学卒業生1,396人。社会的絆を重視する卒業生は馴染のある土地で、一方、仕事の機会やアメニ
ティを重視する卒業生は大都市で、それぞれ仕事を探す傾向がある（von Proff et al., 2017）。

• 中国・四国・九州地方の大学・短大生513人。地元志向の強い学生は、弱い学生よりも企業選びの際に会社
の雰囲気を重視する。地元企業であればもともと知っていることも多く、雰囲気が決め手となりやすいた
めと考えられる（安倍ら、2016）。

• 全国16市町1,062人の有権者。社会的環境（人々との交流や地域のイベント）への評価と物理的環境（街並
みや建造物、医療施設）への評価は相関関係にある。また、社会的環境への評価は、物理的環境への評価
に比べて地域に対する愛着をより高める（引地ら、2009）。

• 都市では創造性が、地方では人的ネットワークが起業においてより重要な意味を持つ。都市では起業に
とってよりサポーティブな環境と競争があるため創造性が直ちに起業に結びつくが、そうした環境や競争
に欠ける地方では、創造性よりも人の結束を基盤にした社会的ネットワークを持つことが起業において大
きな意味を持つ（Freire-Gibb, et al., 2014）。
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文献12 地方の人的ネットワークを活かした地域振興の可能性を示す先行研究（続き）

• 1975年から2004年までの29か国266社931工場の半導体産業の立地パターンは、集団主義的文化を持つ国
ほど集積地として好まれる傾向にあったことを示している。これは、集団主義は協調や協力を促し、ただ
乗りや機会主義的行動を抑制することで、集積地内の企業に取引費用の削減や過度な競争の抑制などのメ
リットを与えるとともに、進んで知識を共有し、スピルオーバーを生み易くする効果があるためと考えら
れる（Martin et al., 2010）。

• ※ちなみに、Yamawaki（2012）は、一人あたり付加価値や第三次産業の比率が低く、他県との人の往来
が少ない都道府県ほど集団主義が強いこと、集団主義の特に強い県が東北地方や中部地方に偏在している
こと、一方、集団主義の低い上位10都道府県のうちの8つが政令指定都市を有する都道府県であることを示
している。
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• このように、やや逆説的ではあるが、製造業や中小企業を発展の核に据えて地域振興を図るには、東京の模倣
ではなく、時に東京とは異なる方法を採用し、実践していくという戦略が求められるのではないか。そのうえ
で、地方が欠けているとされる、外部の人間を巻き込むような幅の広い関係性の構築が、WEBを中心としたビ
ジネスの拡大という時流に乗りつつ、情報へのアクセスやロジスティクスの面で不利とされる地方を有利な土
地に変えていくうえで、今後ますますと必要とされよう。



文献13 卒業時の地元就職がその後の地元定着にとって重要であることを示す先行研究

• ドイツの家計調査データを用いた分析。卒業した大学の所在地に長く住んだ卒業生ほど他の州に移動しな
い。卒業後に他の州に移動する卒業生のうち、３人に１人が一年以内に移動する。つまり、卒業後１年間、
州内に止まらせることが人材を留めるために大事（Busch et al., 2010）。

• フィンランドの雇用統計を用いた分析。都市の卒業生よりも地方の卒業生のほうが地域を超えた移動をす
る。また、大学卒業後から２年目にかけて他地域への移動率が急速に高まり、２年を超えると減少する。
すなわち、卒業後２年間、地域に止まらせることが人材を留めるために大事（Haapanen et al., 2012）。
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• 先行研究では、大学卒業後に地元で就職した人材は、その後も長く地元に定着すること、また、地元に定着し
た人材は、外部から新たな人材を呼び込むための呼び水になり得ることが示されている（文献13）。このこと
は、コロナ禍で高まった地元志向がたとえ一過性のものであっても、（多少なりとも実際の地元就職の増加を
伴うならば）地域振興に与える効果はある程度長期的なものになり得ることを意味している。
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• さらに、リモートワークなどの新しい働き方が定着すれば 、先行研究（文献14）が示すように、新しい働き方
の前提条件としての信頼関係の構築は、多くの職場でますます大きな意味を持つようになると考えられる。

文献14 テレワーク導入において職場の信頼関係が前提条件になることを示す先行研究

• 2011年の米国のMerit Systems Protection Board (MSPB) Telework Studyに収録されている9,773人の米国
人データ。職場における信頼形成がテレワーク導入企業のパフォーマンスを高める（Kim et al., 2021）。

• 米国の公立大学のマネージャー85人を対象にした質問紙調査。上司は専ら信頼の置ける部下に対してテレ
ワークを許す傾向がある（Kaplan et al., 2018）。

• 中国の在宅勤務経験者522人への質問紙調査。職場の同僚からの精神的サポートがあると、仕事と家庭の間
のメリハリの低下、職場のコミュニケーション不足、仕事の遅延、孤独感の増大などのリモートワークで
発生しがちな問題が抑制される傾向にある（Wang et al., 2021）。
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• であれば、地方が、強みである人的な面を強化・アピールして、若者の地域への定着と経済の再生を図る余地
はまだ残されているといえる。

文献14 テレワーク導入において職場の信頼関係が前提条件になることを示す先行研究（続き）

• （社）日本テレワーク協会が実施した「働き方の柔軟度についてのアンケート調査」回答企業145社。コ
ミュニケーションが活発な組織ほど、テレワークの導入により、効率性の向上やコスト削減などの成果を
上げている（古川、2010）。

• 東証一部上場企業５社へのインタビュー調査。厳しく管理監督するだけではテレワーク制度は浸透せず，
社員を信頼することがテレワークを浸透させるための前提条件になる（城倉、2018）。

• 在宅勤務者と上司・同僚などの間に信頼関係がなければ、上司は在宅勤務者に仕事を任せることに抵抗を
感じるし、勤務者は評価などに対して不安になる。従って、双方が多くコミュニケーションを取って信頼
関係を築くことが、在宅勤務によりもたらされる問題点の解消のカギになる（安達、2010）。
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• さらに、都市の企業においても、一部の学生の間でコロナ禍に高まりを見せた自己価値や活躍機会を求める意
識に対してどのように答えられるか考えられるべきである。

• 日本企業が内発的報酬を求める人材を引きつけることを不得手としていることは、様々な国籍の企業が入り乱
れる中で、海外の現地法人が良い人材を引きつけられないという現実によって半ば証明されているように思わ
れる。

• 従って、今後、コロナ禍を味方につけて若く優れた人材を集めるために、楽しめない（或いは、楽しんではい
けない）仕事をこなすのが当たり前という体質を改めていくことが多くの企業に求められているのではないか。
本報告がそのためのきっかけの一つになれば幸いである。
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文献15 不景気になると地元志向が高まることを示す先行研究

• 2007～2017 年の就業構造基本調査のデータを用いた分析。所得水準と人口移動の相関は景気回復とともに
強まる。すなわち、景気回復期ほど、低所得地域からの人口流出と高所得地域への人口流入が起こり易く、
地域間格差の拡大が起こり易い（豊田、2019）。

• 学生の地元志向は、不況によって地元以外でも望ましい仕事を見つけにくくなるという経済的要因に因る
ものである（太田、2003）。

• 地元志向の高まりは不景気によるものであり、特別のものではないかもしれない。

補足

文献16 学生のＵターンに関する先行研究

• スイスのセンサスデータを用いた分析。就学のために地元を離れた学生の半数は地元に戻らない。成績の
良い学生は成績の悪い学生よりも地元に戻らない傾向がある（Oggenfuss et al., 2019）。

• 出身地・地元を離れて進学している学生のうちＵターン就職希望者は28.0％。ここ数年３割程度が続き、
コロナ下においても大きな変化は見られない（ディスコ、2021 ※2021年2月調査。2022年3月卒業予定の
大学3年生1,252 人が対象）。

• 学生のUターン希望者はコロナ禍でも増えていないという指摘もある。



注) 「労働生産性」は本研究では使用していない
変数だが、先行研究から導かれる位置に置いた。

解説) コロナ禍で、地方の学生の間では労働条件を重視するような意識の変化が起こり、そのことが、人間関係を重視するような変化と地
元志向を高めていた。一方、（就職後の）労働生産性に結びつき易いとされる自己価値や活躍機会を重視するような意識の変化は都市の学
生のほうが大きく、そのためコロナ禍は、地方の学生と都市の学生の意識や地元志向、労働生産性における乖離を強めたものと考えられる。
地元志向と同時に高い労働生産性の実現を地方の学生に求めるには、人間関係を重視する変化が自己価値や活躍機会を重視する変化につな
がるよう、両者の橋渡し的な位置づけにある社会的評価を重視するような意識の変化（世のため人のためというような価値観の高まり）を
学生にもたらす必要がある。
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